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地方分権改革推進委員会の「第２次勧告」に関する談話
１．地方分権改革推進委員会（委員長：丹羽宇一郎伊藤忠商事会長）は、12月８日、麻生総理に「第２次勧告」を行った。「第１次勧告」で示した国の出先機関の事務・権限の仕分けの考え方を具体化し、あわせて、出先機関の組織の見直しの基本的考え方と、それに伴う人員及び財源の取り扱いの基本的考え方を提示している。また法制的な仕組みの横断的な見直し等、国の義務づけ・枠付けや地方自治関係法制の見直しについても示されている。

２．連合は、地方自治を実現するための真の地方分権を求めており、その内容は国と地方の役割を明確にし、行政の透明性を高めた上で、地域住民の視点に立ち、住民のためのサービスを維持向上させるという考えに基づいている。今回の勧告の内容は「出先機関の削減ありき」など基本的な視点が異なり、分権そのものの成果を上げることはできないと考える。

３．今回の「第２次勧告」に至るまでの委員会の検討は、はじめに出先機関の統廃合ありきの行政改革の姿勢で貫かれており、検討方法自体が問題である。国の出先機関の改革については、国と地方の役割分担を明確にし、基礎自治体が取り組むべき事務や役割の範囲、あるいは公共サービスのメニューやその水準を住民主導で決定するシステムが必要である。その前提に立って、国の出先機関のあり方が検討されるべきである。委員会の検討姿勢は、単なる出先機関の縮小と総人件費削減、そして公共サービスの切り捨てにつながる恐れがある。また、福祉施設最低基準の緩和など社会的セーフティーネットや雇用に対する国の責任が明確でなく容認できない部分がある。

４．国の義務付け・枠付けについては、健康・生命・福祉など「ナショナル・ミニマム」に関わるものを除いて、これを大胆に廃止・縮小し、地方自治体が事務事業を判断し、決定できるようにすべきである。自治体の事務に関する法令の定めは、できる限り制度の大綱・枠組みあるいは基本的な基準を示すにとどめ、具体的な事務処理の基準、方法、手続等は、地方自治体が条例で定めることができるようにすべきである。また、新たな義務付け・枠付けについてのチェックの観点からも、今後制定される法令については、事前に地方公共団体やサービスの利用・担い手である住民の意見を反映させる仕組みを構築すべきである。

５．地方分権推進について国民が求めているのは、安心・安全の確保に向けた有効で効率的な行政の観点から、住民自らが地域に必要なサービスを選択でき、また個々人のニーズに応じたきめ細かい公共サービスを享受できる体制をつくることにある。今後、「第３次勧告」にむけ、国から地方への税源移譲も含め、大胆に国の役割・権限を見直し、真の地方分権が実現するよう、委員会での真摯な議論を望みたい。
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